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生産調整下における北海道の稲作経営の兼業深化の実態

一北海道北村の事例分析一・

生　井　敏　夫
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4，　まとめ

鍵．はじめに

　北灘道の主要な稲作地帯である空知では昭和蕊年以降の穿費業農家率の増加が著し

い特徴となっている。しかも、このような兼業化の広がりが水田欝積規模5「勉以上

の上層部分にも一一定の割合でみられる○本稿の霞的は昭和45年以降目立って進行し

ている北灘道稲作地帯における兼業化の実態と特徴を農家サイドの分析に限定して

閉らかにすることである。

　その際、主に検討するボイソトは次の三点であるQ第一一には、この間の兼業化が

どのような形態で深化しているかであるQここでは兼業深化の内容を專業農家が兼

業化して：量的に兼業農家が増大してゆく局颪と兼業農家における兼業密体を質的に

より深めてゆく局顧の二側面で考える。このことは個々の農家労働力に期してみれ

ば新たに兼業就業する場合と兼業就業をより深める場合であり．兼業就業の質的深

化の内容は兼業従事田数の増大、兼業収入の増大、農家における兼業従事者の増大

などである。第二点臼として、このような兼業深化現象をもたらす主要な条件とし

て農家経済の再生産条件の変化を考える。…般に兼業深化の三聖として農家サイド

では農業所得と農家経済のアンバランス、農業所得で農家労働力の再生産が担えな

い点があげられる。（例えば農業所得による家計費充足率の低下など）。ここでは

そのような条件を規定づける農業経営における再生鷹条件の変化を中心にみていぎ

だい。第三薄髭として、二点羅と関連して、この問の北村の経営展開の特徴である、
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規模拡大、大型機械化の動向と転作対応についてである。農家経済の再生産条件の

変化がこのような農業経営の展開と関連してどのように具体的にあらわれているか、

そして兼業化とどのように結びついているのかについて検討したい。

　以上のような視点にもとづいて本稿では、まず北海道稲単一里下の農家経済の動

向を統計によって整理し、次に昭和騒年度に実施した農業経営調査にもとずいて事

例的な分析を試みる。

豊．北海道稲単一経営の農家経済の変化

　ここでは北海道農家経済統計によって北海道の稲作経鴬の経済条件がどのように

変化したのかを検討する。そのポイントは水田面積規模階層胴の経済条件の変化と

規模拡大条件についての二点である○

　第王表は北海道稲単一経営の昭和畷年から53年まで4時点をとって農家経済の概

況を示した表である。まず全体的な傾向をみれば、粗収益の動向は端場水準、反収・

水準の上昇の相乗として上昇している。それに対して経営費は昭和㊨年までは粗収

益の上昇よりも低かったが、53年には著しく上昇している。家計費はコンスタント

に上昇しているが、これも49年から53年にかけて上昇率が高くなっている。農業圃

定資本額についても同様に㊨年から53年への急上昇が特徴的であるQこのような⑲

年以降の支出項目の上昇がみられるが、このことはオイルシ澱ック後の諸物紙、生産

資材価格の上昇とコンバイン、銀植機の導入などの機械化の進展が基本的な背景で

あると考えられる。このように49年以降、全体として農業経営の再生産条件の悪化

が進んだことがみてとれる。

　次に階層別にはどうであるかということを経済余剰を指標にしてみると、昭和40

年代後半に3勉以下層でマイナスになり、50年代に入ると3～5勉層でも少くなり、

53年にはマイナスに転化している。また5～7伽層も憩年代後半より少くなってお

り、支出項緕の増加と比較すれば相対的にウエーートが低くなっている。このことか

ら、40年代の3～5舷層から50年代の5～蔦磁層への分解基軸の上昇は農家経済条

件の悪化を背景にした自立限界の上昇にともなった現象であると考えられる。

　規模拡大条件について、上向条件をみると、ここでも49年から53年にかけて、そ

れ以前と比較して樒当の投資額になることが推測される。しかも上層ほど上昇の度

合が高くなっている。この点を階層携の経済余剰と関連させれば、7痂以上層への

拡大の場合、49年の5～7勉層の余剰の8年分、5～7飯層への場合、弱年の3～

5磁層の13年分にあたり、50年代に入り経済余剰が少くなっている状況のもとで規

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一24一



8

綜

第1表　北海道稲単一経営の農家経済の推移

階　層

@　£α
各年次の酬年次 農　家　経　済　の　概　要　　　　　（：万跨） 水田颪積と反収
積規模階屡 「（昭梯） 農業糧収益隈業経営費農業所得’

@　　1
家計費瞬済余剰 農業固建資本

（万円）
水田醸蕊 稲作付灘稜　反　収

2．0～3．0 娃1
111i　48　　｝

64 77　△　13 93 　　　　　　a347　　　275．6 24謎a　翫8俵

へ3．0 a5－3・oi ・・1・82　・3199 145 △　違6 1831　532　37＆9126＆1　乞3

ao～aOl　淫9 349 119 230 22玉 9 ・・61133・ 　　　璽
Q8酬23＆・ 9．3

へ3．0　　　53 291 120 171 288 △117 192．王
…　166．1

3．0～4，0 塵1 工58 74 84 93 △　　9 126 389 379．6 346．6 5．6

3．0 4．0～5．0 婆5 318 130 188 147 嗅1 240 520 539．0 446．3 7．9

へ5．G 3．0へ5，G 姦9 5填7 玉77 3？G 250 12◎ 255 三522 5G3．8 400．？ 9．G

3．0へ5．0 53 6エ1 263 ・・8い・8 △　30 填20 449．6　　　362．6

嘆．0へ 喚1 200 97 1エ2 109　　　　　　3 137 536。8　　　493護 5．5

5．◎’～ 桑5 蔭22 17咳1　2婆8 18◎　　　　　68 315 452 704．3 589．1 7．6

5．0 5，0～7．0 49 728 235 1　嘆93 267 226 300 172016745 561．9 8．9

へ7．0 5．0へ7．0 53 975 378 597 填4嘆　　… 三53 657 7嘆爆．8 605．3

7．0 7・Oへ1α0　婆9　　1163i　370，　793
30爆　　1　　　凌89　　　　　　30？　　： 688 1050．9 1017．9 9．1

へ
7．0　へ　　　　　　　　　　　5　3　　　　　　　1　填　6壌　　　　　　　5　90　　　　　　　875 598 288 900 1101．0 1073．4

10．0～ 　　　　1P0．0へ　　　　　49　　　16三2　　　婆38 117姦
328i　8婆6　　｝ ・剃 1505．0 14833 8．7

注　1）北海道農家経済統計より作成

　　2）経済余碧は（農業断得一家計費）

　　3）上向条件は当該年次の農業固定資本額で次年次の一つ上の階層の農業固定資本額を引いて、その聞の北村の中田価格（北海道農業会議調

　　　　査）で2磁上向するとした場合の投資額を示し、41年→畷年、磁年→胴上．49年→53こ口の閥の上晦条件の変化を示す。

　　4）△はマイナスを示す。



模拡大条件はきびしくなっていることがいえる。

　以上の点から昭和45年以降の兼業化の進展を農家経済条件からいえぽ、第…に3

～5然層、5～7痂層の経済条件の悪化（特に49年以降に著しい）、第二には紛年

以隆の上向条件の狭等化、逆にいえぽこの時期に上向した農家の再生産条件の悪化、

の二点に着闘する必要がある。

3．兼業深化の実態

　1）調査地区と実態調査の概要

　北村は戦後畑地からの造田、あるいは泥炭地開発による造田や離農の多発によっ

て大規模稲単作経営が成立した南空知における典型的な町村の一つである。この間

の北村における稲作経営展閉の概略は次のようにまとめられるっ第…に造罵あるい

は離農跡地の取得による水田規模の拡大（一戸あたり水田面積は37年39撮、鰯年

5．6痂、48年6．2蔽、53年6．5魚）。第こ二に40年代前半からのトラクター化、⑳年

代後半からの田植機、自脱コンバイン導入による機械化一貫体系の確立。第三に補

助事業による暗渠・客土などの土地改良及び嗣場整備事業の展開、第四に以上のよ

うな生産基盤整備を背景とした生産力水準の上昇である。

　北村における兼業率の推移は、昭和45年までは1G％前後であり、妬年以隆兼業化

が進行し、48年には最も高く37．S％になった。その後は20％台になっている○この

ような動向は空知全体と比較すれば低めに推移しており、特に第一…次転作時におけ

る兼業率の上昇、その後の転作が緩和されるにともなう専業復帰の傾向もみられ

るわけであるが、後にふれるように統計にあらわれない兼業従事臼数30繰以下の農

外就業の動きもふくめてみれば、50年以降また新たな兼業化の流れがあると考えら

れるQいずれにしても45年以前の水準より一…段高まっていることはみてとれるので

ある。同時に階層別にみると53年で3～10愈層においても10％以上カミ兼業化してい

る。また兼業内容では第一種兼業が広倒的であり、職種では土建人夫が大部分を占

める。主要な兼業先は札幌瀞．岩晃沢市であり、それぞれ距離、通勤時間（車）は

札幌市一約50K皿、1㍗1時聞半、岩見沢市一約！0臨悔2◎分で通勤圏内になっている。

　実態調査は4集落を抽出し、それぞれ集落全体の規模階層を反映するように調査

農家33戸を選定し、聞ぎとり調査を実施した。なお農家番号は水沼面積規模の小さ

い順に配列している。

2）兼業深化と経営展開

一26一一



　　①　昭和54年時点の兼業就業の特微

　ここではまず第2表、第3表によって昭和54年度の兼業就業の内容についてふれ

たい。54年に自家農業外就業をした農家は33戸のうち24戸である。全体として兼業

従事者は経営主ないしあとつぎ、職種では土建人夫が圧倒的に多く、兼業先は岩見

沢市が最も多く次いで札幌市、北村村内になっている。

第2表　年令階層別の兼業就業（経営主と長：男）

兼業従事日数（励 兼業収入（円）　　　兼業期間 職　　種
年畷（才）（劫

0 1～3G
31

ﾖ60
61
`90
90

ﾖ
51へ
P00万 万へL
王01　通嘩 冬 秋 夏

藤
楚 そのli

へ19　1 0
玉 1 1 2 1 2

20へ24　2 1 1i 1 1 1 エ 1

25へ29　6 0 3 3 3 1 2 1 3 1　　　2 3 3 1

30～34　5 1 2 2 1 2 1 1 1　　2 1 3

35へ39　唾 2 2 2 1　　　1 2

r殖・ 5 1 2 1 1　　　1 1　　　3 2 2

45～墨gi5　　　1 4 1 1 1 1 1

50へ54 6 2 2 2 2 2 3 2 4 1

55へ 9 8 1

注1）実態調査より作成
　　2）兼業期間・職種は嗣一一人が二つ以上ある場合はそれぞれを…つとして数えた。

第3表水田面積規模階層別の兼業就業

兼業就業丁数 兼　業　収　入水懸藤積

K模階層
@　（鋤

総戸数

なし 1へ30 31～60 6夏～90 91～ 1～20 21へ50 51へま 100へ

3．◎へ5．0 6 2 1 1 2 1 3

5．0～7．5 14 1 淫 2 5 3 1 2 5

7．5～玉0．O 6 3 3 1 4

10．0へ・ 7 4h 1 1 1 1　　　　　　　　1

注　1）実態調査より作成

　　2）醸数・押入は家として合計されたものである。

　次に、このよちな兼業就業の特徴を個々の労働力と階層性に鎚してみてみよう。

まず労働力に則してみると、経営主、あとつぎ溺ではあとつぎのほとんどが兼業に

干ている。職種でもあとつぎ層に運転手が相対的に多くなっている。このような特

徴は兼業従事者の年令別にみると一層明瞭にみられる。すなわち、兼業従事者は34

才以下では1雛4人でほとんどが兼業に就業しており、また兼業従事跡数も29才以
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下で最も大きくなっている。職種では。土建人肥は全年令層に分布しているが、運

転手は34才以下に集中している。このように年令層でみると、35才以下の若年層で

の兼業就業の一般化と職種では従来の土建人夫に代わって運転手がみられ、その職

種とも結びついているが25才以下の結婚前のあとつぎ層における兼業従事回数の多

いことが特丁丁にみられる。

　次に水田面積規模階層との関連では．まず5．o～75廟層に兼業農家の多いこと（

13／舞戸）が注自される。兼業従事β数は7．5痂以下層に61日以上のものが集中し

ている。兼業期間は下層で夏期間（農作業期間中）が多くなっている。兼業収入で

は5．0～7．5磁層に100万円以上が集中している。このような階層的なちがいは一面

では労働力構成の反映でもある。すなわち、3～5勉層で兼業義業日数が比較的

少ないのは、この層では男子労働力がいずれも⑳才以上であることと、あとつぎ

がいない農家が6戸のうち尋戸と多いことが原霞していると考えられるQまた鐙勉

以上層で兼業従事霞数の多い2戸は兼業就業者が31才、26才と若い。しかし、いず

れにしてもこのような階層的二三があらわれる背景には前節でみたような階層的な

再生産条件の変化があると考えられる。

　　②　兼業化と経営展開

　前項でみた階層性は、規模拡大過程の結果であって、ここでは兼業深化のプロセ

スと主に規模拡大の動きとの関連をみたい。

　昭和40年以降の兼業動向をみると、特徴的なことは兼業開始年次がおおきくいっ

て三つに分れることである（第4表参照）。第一留こは昭和45年前後に兼業化するも

の、第二には50年前後から兼業化するもの、第三には53、54年に兼業化するもので

ある。このうち、第一のグループは第一次転作において全面転作・休耕あるいは大

部分の面積を転作ないし休耕している農家群が同時に兼業に出ている。転作が緩和

された50年には多くの農家が水稲作に復帰し、岡暗に専業に復帰しているが、それ

以降の兼業化の動きをみると次の三つのタイプが存在する。一つは50年に入っても

兼業を継続するか深化させているタイプ．二つには53、54年に再び兼業化している

タイプ、三つ員には兼業をやめているか，もしくは縮少させているタイプである。

このようにみると曝第一次転作下と第二次転作下では兼業の動向が異なることと、

45年前後に兼業化しているグループも50年以降の勤向では50年前後からの動きと二

様であることがいえる。ここでは50年以降の動きに着目して分析をすすめる。

　さて50年以降の動向についてみると、50年前後に兼業に出始めたグルーープでは兼

業従事老や兼業従事日数が増えるなど兼業を質的に深化させている農家が多い。
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第4表　調査農家の兼業就業概要

54年獲の兼業概要
機簸番箸

兼　榮
A鼠舞

年令 職種 兼漿先 期　間 脚数 賃　　金
兼藁

！騰られる農球

54年以聴の兼藁展開の概要

③ 経営叢 壊1 土建人夫 懇　別 夏期間 100 乳5001：： 80万 45年から現在まで同じ会社に行っているQ

⑨ 経電 29 運転手 岩見沢 冬期間 12⑪ 12％ 48万 45年から運送会社に通年出樵ぎ、52年から競篠の形に

父 58 炭　　雪

G役夫
赤　平 譜藷 不　明 150芳 45年から、52年を除いて遡年掲稼ぎ

⑬ あとつぎ 28 土建人傑 乳　幌 秋期間 20
8，。・。［聡

16万 鱒浦客欝欝漿賃仕購、48・49年冬期出稼ぎ、54年境在兼業

長女 2£ 農協職艮 ◎岩見沢 通　年

⑮ あとつぎ 20 土建人央 岩箆沢 夏期闇 40 ◎5・・％ 26万 O 45・荏6年願、経営童（現蕉49＞客土要1礫賃仕曇1事
鳥ず謹 岩見沢 冬期間 120 翫50・％ 80万 あとつぎは53年から夏期間、54年から夏期・冬蠣間

⑲ 経営ま 52 土建人夫 当　別1 秋期間 50 亀25。％ 42芳 ○ 45年以荊は客土隷曝賃憾駅45蚕渤・ら50年まで冬期聞・夏期間

土建人夫 岩見沢 秋期闇 20 乳…％ 1速万 51・52年は冬期間、53・54年は秋期間、55駕は夏・秋期間

あとつぎ 19 土建人夫 当　騎 秋期腸 50 ＆25・％ 42万 あとつぎ・妻は54年に始めて兼業

土建人央 岩見沢 秋期闇 2G 7，G・G％ 玉蛎

避転手 岩晃沢 冬期鷲 壊5 竃。・・％ 14万

饗 47 土建人央 岩見沢 秋期闇 20 z…％ 14万
麟 あとつぎ 34 46年から48年冬期闇、現在ほ導藁

⑬ 経営…韮 33 大工土工 器毘沢 夏期問 30 鼠…％ 24万 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…
S6年から経営童・父兼蜘蒲始、父は48年にやめる

⑳ 経営憲 30 土建人央 不　明 秋期雌 20 20万 46・47年鷺年、48・49年冬期、52・53年冬期、謎年から夏期

羅 55 農作藁 岩晃沢

⑳ 経営…註 31 運転手 不　明 冬期間 80
凧・・。％ 5σ蒼 46年から購じところ

② 経鷹取 51 板金工 岩見沢 夏翔間 70 歌…騙 56万 ○ 50年から53駕・冬期健、54年現在の兼業、55年遜｛判ヒ

④ 経営叢 53 土建震央 美　畷 夏期闇 50 乳…隔 35万 50年から藻藁闘始、多い年で120日位行く

⑥ 罎嘗主 5感 土建人炎 札幌 秋期間 50 亀50・％ 43万 0　　52年から秋期・土建

饗 52 工臨業 北　村 夏糊闘 50 乾…％ 25万
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜閲閲．
T0年から

⑦ 経慰…控 41 板金工 岩見沢 夏期閣 15◎
亀・。・塊

120万 ○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一．｝．
S8年。秋期、51年から15膿程度隠るようになる、岡会赴

嚢 41 農作藁 北村 夏期閣 30
臥。・・覧

1砺 50年から

⑧ あとつぎ 25 土建人央 札幌 夏期醐 15 不　明 ○ 50・51年冬期、5簸三から墓期

⑩ 経営窯 38 土建入夫 岩見沢 夏期間 30 不　明 50年から

⑫ 経贈童 46 烹建人夫 粍幌 秋期闘 60
8，5・・％

51万 ○ き（陣から秋期、55年に秋・夏期

嚢 38 農作業 北　村 夏期間 30 広5・・％ 王4芳 54年から

⑬ あとつぎ 26 還蔽手 岩見沢 夏㈱ 60 創…覧 5《万 ○ 50年から

避転手 札幌 冬期闘 120 脚・％ 72万

⑪ 経欝竈 33 土建人夫 不　明 夏湖鷹 70～
W0臼 乳…％ 53万 54年

⑭ 長　男 25 艇薇織貫 55年

⑮ 経営層 27 土建入夫 札幌 冬期聡 3へS日 54年、55年は父が夏期

⑳ 経営主 53 鑑　　督 北　村 冬期騰 54年に輿己ll蜜蝋の繕場整傭瑛叢のため

㊧ 騒営主 4逢 土建人夫 北　村 夏期間 30 乞・◎・％ 2王万 54年

ちぢ屡1 不　明 秋期間 15 臥。。・％ 7。5万

⑳ 経鴬虫 37 土建人夫 脱　幌 秋期間 30 琶5・・％ 26万 54年　マイクロバスで高じ集蕃の人と一緒に

⑳ 経営玄 37 53年に秋期35獲闇土建入炎

⑳ 饗 46 土建入夫 不　明 秋期闘 20 ◎・o・％ 烹2万 54年

⑳ 経営霊 43 土建人夫 北村 夏期闇 54年　飯已圃場整鮪楽業のため

王）1礪きとり調査により｛乍威0

2）農i蜜の配列は兼魏開始年次（45年以降、50年蔚後以降、53・54年の兼藁）毎に蛮とめて、その中では水田欄積の少ない順である。
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53、54年に兼業に出始めたグループは量的な兼業深化としてとらえられ、全体とし

て兼業が質的にも量的にも深化しつつあることがみられるのである。

　このような兼業の動向と経営展開とぱどのように関連しているのか、まず54年の

水田面積規模と関連させてみると、50年前後からのグループは3～7，5重層が大部

分であり、逆に53、54年前
　　　　　　　　　　　　　　第1麟　兼業開始年次別の規模拡大状況
後に兼業に憎ているグルー

プは7．5勉以上層が大部分

である。このように水田颪

積規模階層によるちがいが

クリアーな形でみられるの

である（第4表参照）。54

年の水田面積はそれまでの

規模拡大の結果であり、兼

業の勤向がこの間の規模拡

大のあり方に密接に結びつ

いていることが示唆されて

いる。次に規模拡大過程と

兼業化との関連について分

析してみよう。（第1図参照）

　54年の水田面積規模階層

と規摸拡大のあり方で特徴

的なことは、7．5痂以上層

のほとんどが48年以降に規

模拡大していることである。

そして兼業化との関連でい

えば、53、54年前後に兼業

化しているグループはほと

んどが48年以降の規模拡大

グループであって、逆に50

年前後からのグループは45

年以降に規模拡大していな

いグループである○このこ

㈱
10

7

5

3

（その1）

昭和藤年前後から兼業化したグループ
ξ 轡一⑳

…｝’ D卜⑳⑭
；一今t一⑦

^　　　i

　i@｝　ξ一

　　　　　遵0　　　　　　　　　　45　　　　　　　　　　50　　　　　　　　　　55

　　　　　　　　　　　　　　　年次（昭和）

　　注：　1）　　実態調査より作成

　　　　2）　閣の右の数字は農家番号

　（その2）

㈲昭和50年前後から兼業化したグループ
10

40 嵯5

⑦⑧⑯⑫

50　　　　　55
　年次（昭和）

注　1）　実態調査より作成

　　2）　図の右の数字は農家番号
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とから前年で述べた、50年

以降の経済条件の悪化と規

模拡大条件の　隆化が、53、

54年の上層部分における兼　　絢
　　　　　　　　　　　　　　10
業化と、50年以降の兼業の

質的深まりの基本的契機に

なっていることが示唆され　　7

るであろう。

　3）兼業深化農家の事例

　次に今まで述べた兼業化

と経営展開の結びつきを、

減反、機械化の動きとも関

連させながらみるために代

表的な事例農家として3戸

を紹介するQ事例農家は兼

5

3

（その3）

昭和53、54年に兼業化したグループ

一一… S

E
瑠・一一⑫

｝　　　＿＿：⑮

i

　　　　1

ﾑフ
・⑪

40

注　1）

　　2）

　　荏5　　　　　50　　　　　55
　　　　　　　　年次（昭和）

実態調査より作成

図の右の数字は農家番号

業踊始年次のタイプと階層性を考慮して、50年前後からの兼業化のグループとして

3～5累層の②農家と5～7勉層の⑦農家、53、54年の兼業化のグループとして⑳

農家を選んだ。（第5表参照）

　　②農家

　この農家は昭和50年の水害を契機に兼業化し、「減反、米価すえおき、資材代上

昇、負債の増加による農業所得減少分を農外所得で補う」（聞きとりによる）とい

う理由で54年から兼業を深化させている。

　　兼業就業は53年までは冬期間の土建人夫であった。　53年には労働力が少いこ

ともあって秋作業の生産組織にも参加した。この出資金は反あたり15万円で全体で

約500万円くらいになり、その負債額が経済収支の悪化に丁丁をかけたといえる。

長期資金の年間要償還額は50年69万円から55年には155万円にふえている。このよ

うな中で、駿年の農業現金経済収支をみると82万円のマイナスになっている。この

ような経済条件の悪化を背景に55年からは通年的な兼業に出て、岡三に転作を半分

近くにし水稲作付面積で2勉以下になるなど、兼業の深化にあわせた労働軽減の対

応をしている。このような兼業深化の一つの条件としては54年から弟の経営してい

る会社に行くようになり、溶接の免許をとるなどより安定的な兼業就業があったこ
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第5表　　その1

　　②農家

年　次（（昭） 45年以前 45 46 47 48 娃9 50 51 52 53 54 55

通年酌経営主（51才） 冬期 夏期
兼業就業

土羅 金工

　争

n接・ 許取得
56 日56万 200階以上

ﾌ予定

家族数（人） 町人

家族労働力 2 1 1人

水鑛颪積 300－356 356a

うち

?稲作付
356 296 296 165a

土地（a）

転作面積 60 60 191a

転作物 小豆 小豆 小麦

トラクター 轡 5／重。台

田植機 ㊧

機　　　械

萌0台6条　　8

コンバイン 魯 醤翻肺

乾　燥機 ㊧

反収水準 8．3 7．3 8．6 8．8 9．2

T∴
9．0 9．3 9．2

農業投資
生魔組織
ﾌ繊資金

状　　　　況 約500万

資金要償還額 69万 78 王44万

総収入 農産収入
その回

禔@入
総支出 経営費 家計費

その他

x　出
余　剰

経常的収支 昭50年

@（万円） 285 i59 127 599 468 9王 （弱．） △31婆

総収入
米販売

禔@入
その催

_産物
その他

禔@入
総支出 農業支出

その他

x　出
余　乗1

昭54年

@（万円） 612 429 31 68媛 406 278 △150

注）　㊥ま共同機械を示す。
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その2

　⑦農家

年次（昭）

兼

業

就

業

経営空（41才

妻（41才

家　族　数

家族労働力

水田面積

45年以前

5－6

　　うち
地水稲作付，

　転作面積（a）

機

械

転作物

トラクター

田植機

コンバイン

乾燥機

反収水準

農業投資

状 況

資金要償二二

経

常

的

支

昭50年

　（万門）

昭54年

　（万門）

5一嬉

412－529

㊥

45 46

529

＆4 7．0

47 48

秋期

9議

㊧

8．6

49　　50

30環

夏

9．1

　232石

5．4

51

夏期

冊じ

農作

7．4

53

52

窒・税

年

一社

業3G

509

20

小皿

9．4

53

夏期

駕王50

2

444

85

小豆

3条

9．6

総収入

821

総収入

842

農産収入

姦47

米販売

収入
680

その他

収入
374

その他
農産物

55

その他

収入
玉06

総支出

958

総支出

娃87

経営費

267

農業支出

357

家計費

143

その他

支出
131

54

日

430

99

小豆

9．9

59

55

収入135万

6人

2人

529

386

143

小豆・秋小曲

鵠台

3乃台6条

3条

32石2台

（俵）

王蓬1

その他

支出
（548）

二二

381

余剰

295
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その3

　⑳農家

年　　次（昭） 45年以前 45 46 47 48 49 50 51 52 53 ⊥・・

経営主（37才）
　　1
H期

土建人
R0臼

夫

兼業就業

札幌

家　族　数 5 5人

2－3－4－2家族労働力 2入

水田面積 90（トー600 940 940a
土地（a）

うち

?稲作付
905 769　　768 740a

転作面積 35 ユ7王 董72 200a

転作物 小豆 えん麦 小豆 小豆・小菱

トラクター 曾 5食／10戸

田植機 魯

機　　　械

5台／1Q戸

@6条
コンバイン 4条 填条 4条

乾燥　機 23；弱 33石
Q台 33石2台

反収水準 8．6 6．9 8．8 8．8 9．o 7．6 7．6 8．i 9．5 9．7 （籏）

農業投資
士地取得王600万（資金1200万）

ｩ脱コソるfソ300万　自己資金
住宅2300万帽己資金）

状　　　　況 乾燥 160万 （露己資金）

資金要償還額 207万 173　　　王48万

総収入 農産収入
その億

禔@入
総支出　十善費　家計費

その俺
x　出

余　乗彗
経常的収支 昭50年

@（万円） 1106 8玉0 293 1617　　　　　　757　　　　　　252 （607） 97

総収入
米販売
禔@入

その他

_産物
その回

禔@入
総支出

　　　　その他農業支出　　　　支　出

余　剰
昭54年

@（万円〉 1424 王181 115 128 1162 670　　　違92 165
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とがある。

　この農家の場合には機械投資、支出項目の増大を背景にして、兼業所得を不可欠

なものとして農家経済の再生産がなされており、そのための兼業深化が投資の増大

や転作の増大など省力化の方向をとらせ、ますます兼業を深化させてゆくという循

環的な兼業深化の過程をたどっていることがみられる。

　　⑦農家

　この農家は、昭和48年から経営主が秋期に1ケ月板金会社に兼業に出始め、翌51

年には冬期にも出て、52年からは年間150川湯でるようになる。また妻は50年から野

菜農家に農作業に減ている。

　54年の農家経済では338万門の貯金があり、兼業収入が140万円程度と見つもら

れることから、農業収支だけでもなお200万近くの剰金がある。年聞要償砥山は50

年53万円から55年111万門と55年目乾燥機、自信コンバインの導入に伴い上昇して

いるが、54年度水準の農業収入があればなお余剰を形成することができる。このよ

うにこの盤家の経常的農業現金収支からみて兼業収入は必ずしも不可欠ではない。

むしろ53年までは労働力が4人であって余剰労働力の活用という意味が大きい。し

かし、このように兼業所得も含めて一定の蓄積を生み出していることは規模拡大と

は密接な関連を持っている。この農家は「土地があればいつでも貿いたい、最低7

～8伽にまで持っていきたい」とする規模拡大指向があり、そのための蓄積である

とも考えられる。

　この場合、経常的収支にとっては兼業収入は必ずしも不可欠ではないが、規模拡

大のための蓄積も含めて考えると兼業収入の意味がある．。北村における分解基軸階

層における経常計算の一側面が反映されていると考えることもできるのである。そ

して、逆の側面として規模拡大が実現できないでいる時には転作配分が大きくなる

とともに余剰労働力活周という点も一つの位置付けになっている。

　　⑳農家

　この農家は昭和45年に分家を出して6血になったが5G年には約4魚拡大して9．4

加になった。

　騒年の現金経済収支では資金要償丸額を除けば10G万円近くの余剰がある。しか

し、50年以降の投資は土地取得1，200万円、自脱コソ・鞍ソ300万こ口乾燥機160万

円、住宅2，300万円で計鷹，500万円もある。そのうち土地取得には1，200万門総合

資金を借入しているが、その他は自己資金で行っている。ここで機械投資の償却費

を考えてみると、50年以降に自脱コンバインと乾燥機で投資額450万円になる。こ
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れを5年で償却するとすれぽ、これだけでも100万円近くになり、余剰の水準は高

いとはいえない。2，300万円近くも自己資金で投資ができたことはそれまでの蓄積

の高さを物語るが、投資後の現状では償却費も含めれば充分な余剰が形成されない

という点がこの農家が兼業に出る契機であると考えられる。

盈．ま　と　め

　以上の分析をまとめれば、次の三つの性格の違う兼業深化の形態があるといえる。

第一は、昭和45年以降規模拡大していないが、減反による水田作付の減少、機械投

資によって経済収支条件が悪化し農家経済の再生産にとって兼業が不可欠となって

いて、しかも循環的に兼業を深化せざるをえない形態で3～5磁層の②農家に典型

的にみられた。第二には、機械投資額は増加しているがその水準が低いためになお

剰余を形成し、兼業所得も含めて一定の蓄積をしている形態である。この形態にお

ける兼業深化は一面省力化の進展、転作による労働時間の減少などに対応する余剰

労働力の活用という側面もあるG5～7．5勉層の⑦農家に典型的にみられる。第三

には、50年以降の規模拡大、大型機械に対する投資が長期資金の年償還額の増大、

あるいは減価償却費の増大になり余剰が低下し、そこに転作強化や米価すえおきと

いう事情が加えられ兼業に出始めている形態である。これは7．5劾以上層の⑳農家

に典型的にみられた。

　この第二、第三の形態は現在の農業経営をとりまく社会経済的条件のもとで、規

模拡大によって形成されてきた大規模稲単作地帯の経営的特徴が兼業深化に反映さ

れているものととらえられる。すなわち、第二の形態は規模拡大の可能性を持って

蓄積を進めている経営群であり、兼業はその蓄積形成にもかかわってくるものとい

える。第三の形態は第＝二の形態からみれば規模拡大の結果でもあり、こうした階層

の中で大規模な投資の圧力が増し兼業にも出始めるという対応があらわれてきてい

るのである。いずれも稲単作のもとでの規模拡大によって経営展開をはかってきた

あり方が兼業深化と密接なかかわりを持っているということに特質をみることがで

きるのである。

　〔付記〕　本稿は日本農業経営研究会昭和55年秋期大会における緬鋼報告をとり

まとめたものである。
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